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[bookmark: _GoBack]診療報酬における
夜勤月平均72時間要件堅持を求める要請
―看護師の離職防止と働く環境整備のために―

【要請趣旨】
看護師が働くうえで夜勤は欠かすことができない労働条件です。しかし、夜勤回数については労働基準法の定めがなく、1960年代のニッパチ闘争で月平均8回（64時間）以内とする人事院判定が出されましたが、いまだに多くの現場で守られていません。唯一診療報酬により月平均72時間要件が定められ夜勤時間を制限することができています。しかし、2012年、2014年の診療報酬改定で診療側委員の求めでこの要件が緩和されました。さらに2016年診療報酬改定が中央社会保険医療協議会で議論される中で日本病院団体協議会からこの72時間要件の見直しを求める要望書が出されました。
先だって日本看護協会がこの動きに対し、72時間要件堅持の緊急宣言を採択し、厚生労働省に要望書を提出しました。さらに、自治労の165万筆を集めた看護職員200万人体制を求めた署名行動により2011年から厚生労働省が、看護職員等が健康で安心して働くことができる環境整備として取り組んだ「看護師等の『雇用の質』の向上のための取り組み」に逆行し、看護職員を含む医療従事者確保に向けた改正医療法(2014年)や改正看護師等人材確保推進法(2015年)にも反しています。
　安心・安全な医療・看護提供体制を確保し、看護師の離職防止と働く環境整備のために、以下のとおり要請します。

【要請項目】
１.実質的に看護職員の夜勤時間に上限を設けるルールとなっている、いわゆる「看護師の月平均夜勤72時間要件」の撤廃・緩和は行わないこと。

２. ILO第149号看護職員条約等の批准にむけ、国内法の整備（1日8時間・週32時間以内労働 。勤務間隔12時間以上等）を行うこと。
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